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（ ）各派内示・記者会見資料 平成20年６月５日

平 成 2 0 年 ６ 月 秋 田 市 議 会 定 例 会 提 出 予 定 案 件

件 名 説 明

「 条 例 案 」 ９ 件

１ 秋田市公営企業職員の給与に関する ○改正理由

条例の一部を改正する件 組合休暇を取得した職員の給与を減額す

ることとするため、改正しようとするもの

○改正要旨

職員が組合休暇の許可を受けて勤務しな

い場合は、その勤務しない１時間につき、

勤務１時間当たりの給料額を減額すること

とする。

○施行期日 平成20年８月１日から

２ 秋田市市税条例の一部を改正する件 ○改正理由

地方税法の一部改正（平成20年法律第21

号）に伴い、寄附金税額控除および公的年・地方税法等の一部を改正する法律（平成20年法律第21号 ：平成20年）

金等に係る個人の市民税の特別徴収につい４月30日公布、一部を除き同月１日施行

て定めるとともに、規定を整備するため、

改正しようとするもの

○改正要旨

１ 所得割の納税義務者が都道府県等に対

し支出した寄附金の額の合計額が5,000円

を超える場合には、その超える金額の一

定割合に相当する金額を所得割の額から

控除することとする。

２ 前年に公的年金等の支払を受けた年齢

65歳以上の個人の市民税の納税義務者で

ある場合は、公的年金等に係る市民税額

の２分の１の額を、10月１日から翌年の

３月 31日までの間に特別徴収の方法によ

って徴収することとする。

３ 個人の市民税の住宅借入金等特別税額

控除について、納税通知書が送達された

後に控除申告書が提出された場合におい

ても、市長がやむを得ない理由があると

認めるときは、税額控除を適用できるこ

ととする。

４ 個人の市民税の納税義務者が、平成21

年１月１日以後に支払を受けるべき上場

株式等の配当等を有する場合において、

当該上場株式等に係る配当所得について

は、当該納税義務者は100分の３の税率に
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よる申告分離課税を選択できることとす

る。

５ 平成22年度以後の各年度分の個人の市

民税について、上場株式等に係る譲渡損

失の金額があるときは、上場株式等に係

る配当所得の金額から控除することとす

る。

６ その他規定を整備する。

○施行期日 平成 21年４月１日から。ただ

し、一部の規定は公布の日、平成20年 12月

１日、平成21年１月１日、平成22年１月１

日および同年４月１日から。個人の市民税

および固定資産税に関する経過措置を規定

する。

３ 秋田市手数料条例の一部を改正する ○改正理由

件 戸籍の電子化に伴い、戸籍の記載事項の

証明書等の手数料を定めるため、改正しよ

うとするもの

○改正要旨

磁気ディスクをもって調製された戸籍又

は除籍に記載されている事項を証明した書

面に係る手数料を、戸籍又は除籍の謄抄本

交付手数料と同額とするとともに、規定を

整備する。

。 、○施行期日 規則で定める日から ただし

一部の規定は公布の日から

４ 秋田市国民健康保険税条例の一部を ○改正理由

改正する件 地方税法の一部改正（平成18年法律第83

号）に伴い、国民健康保険税の特別徴収に

ついて定めるとともに、規定を整備するた・健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号 ：平成18）

め、改正しようとするもの年６月21日公布、一部を除き平成20年４月１日施行

○改正要旨

１ 国民健康保険税の徴収は、特別徴収の

方法による場合を除くほか、普通徴収の

方法によることとする。

２ 当該年度の初日において、老齢等年金

給付の支払を受けている年齢65歳以上の

国民健康保険税の納税義務者である場合

は、国民健康保険税を特別徴収の方法に

よって徴収することとする。

３ その他特別徴収に関する規定を整備す

る。

○施行期日 平成 21年４月１日から。ただ

し、一部の規定は公布の日から。条例の施

行に関し必要な経過措置等を規定する。
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５ 秋田市保育所設置条例の一部を改正 ○改正理由

する件 岩見三内保育所の改築に伴い、定員を改

めるため、改正しようとするもの

○改正要旨

岩見三内保育所の定員を「 9 0人 」 から

「45人」に改める。

○施行期日 平成20年９月１日から

６ 秋田市老人デイサービスセンター条 ○改正理由

例の一部を改正する件 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一

部を改正する法律（平成19年法律第127号）・中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

の施行に伴い、支援給付を受けている者のする法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号 ：平成19年 12）

利用料金を徴収しないこととするため、改月５日公布、一部の規定を除き平成20年４月１日施行

正しようとするもの

○改正要旨

利用料金を徴収しない者に支援給付を受

けている者を加える。

○施行期日 公布の日から

７ 秋田市企業立地の促進等による地域 ○設定理由

における産業集積の形成及び活性化 企業立地の促進等による地域における産

に関する法律第10条第１項の規定に 業集積の形成及び活性化に関する法律（平

基づく準則を定める条例を設定する 成19年法律第40号）第 10条第１項の規定に

件 基づき、特定の企業立地重点促進区域にお

ける工場等に係る緑地面積率等の特例を定

めるため、この条例を設定しようとするも

の

○要 旨

１ この条例は、工場立地法（昭和34年法

律第 24号）第４条第１項の規定により公

表された準則に代えて適用すべき準則を

定めるものとする。

２ この条例を適用する区域および当該区

域の範囲ならびに当該区域における緑地

、面積率および環境施設面積率については

次のとおりとする。

区 域 区域の範囲 緑地面積率 環境施設面積率

専ら工業等の 秋田湾産業新拠点 飯島字古道下川端 100分の３以 1 0 0分 の ３ 以

一般住民の日 219番地１、220番 上 上

常生活の用以 地１ほか

外の用に供さ 飯島地区 飯島字砂田１番地

れている地域 １、飯島字穀丁大

谷地１番地３ほか

茨島地区 茨島三丁目14番１

号、14番４号ほか
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○施行期日 公布の日から。法施行前に設

置されている工場等に係る緑地および環境

施設の面積の算定方法について規定する。

８ 秋田市特別用途地区内における建築 ○設定理由

物の制限に関する条例を設定する件 特別用途地区内における建築物の建築の

制限について定めるため、この条例を設定

しようとするもの

○要 旨

１ この条例は、建築基準法の規定に基づ

き、特別用途地区内における建築物の建

築の制限に関し必要な事項を定めるもの

とする。

２ 特別用途地区である大規模集客施設制

限地区内においては、床面積の合計が１

万平方メートルを超える劇場、映画館等

を建築してはならないこととする。

３ 既存の建築物について、一定の範囲内

の増築、改築等の場合は、建築の制限を

適用しないこととする。

４ この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定めることとする。

５ 建築主等が特別用途地区内における建

築の制限に違反したときは、50万円以下

の罰金に処することとする。

６ 法人の代表者がその業務に関し違反行

為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人等に対しても罰金刑を科するこ

ととする。

○施行期日 公布の日から

９ 秋田市立学校給食共同調理場設置条 ○改正理由

例の一部を改正する件 秋田北中学校、金足東小学校共同調理場

において下新城小学校の給食を調理するこ

とに伴い、同共同調理場の名称を改めるた

め、改正しようとするもの

○改正要旨

秋田北中学校、金足東小学校共同調理場

の名称を秋田北中学校、下新城小学校、金

足東小学校共同調理場とする。

○施行期日 平成20年８月25日から

「 単 行 案 」 ９ 件

10 秋田市市税条例の一部を改正する専 ○地方税法等の一部を改正する法律（平成

決処分について承認を求める件 20年法律第 21号）の施行に伴い、市税条例
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の一部を改正するため専決処分した件につ

いて、議会の承認を求めようとするもの・地方税法等の一部を改正する法律（平成20年法律第21号 ：平成20年）

・専決年月日 平成20年４月30日４月30日公布、一部を除き同月１日施行

○改正要旨

１ 法人でない社団又は財団で収益事業を

行わないものについて、非課税とした。

２ 均等割の税率に係る法人の区分を改め

た。

３ 熱損失防止改修工事が行われた住宅等

に対する固定資産税の減額措置の申告の

手続について規定した。

４ 特定中小会社が発行した株式に係る譲

渡所得等の課税の特例を廃止した。

（ ）○施行期日 公布の日 平成20年４月30日

から。ただし、市民税および固定資産税に

関する経過措置を規定した。

※専決処分した理由

地方税法等の一部を改正する法律の施行

に伴い、市税の賦課徴収のための条例改正

について特に緊急を要し、議会を招集する

時間的余裕がなかったため

※提出根拠法：地方自治法第179条第３項

11 秋田市手数料条例の一部を改正する ○戸籍法の一部を改正する法律（平成19年

専決処分について承認を求める件 法律第 35号）および住民基本台帳法の一部

を改正する法律（平成19年法律第 75号）の

施行に伴い、手数料条例の一部を改正する・戸籍法の一部を改正する法律（平成19年法律第35号 ：平成19年５月）

ため専決処分した件について、議会の承認11日公布、平成20年５月１日施行

を求めようとするもの・住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成19年法律第75号 ：平成）

・専決年月日 平成20年４月23日19年６月６日公布、平成20年５月１日施行

○改正要旨

１ 規定を整備した。

○施行期日 平成20年５月１日から

※専決処分した理由

戸籍法の一部を改正する法律および住民

基本台帳法の一部を改正する法律の施行に

伴い、戸籍等関係手数料徴収のための条例

改正について特に緊急を要し、議会を招集

する時間的余裕がなかったため

※提出根拠法：地方自治法第179条第３項
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12 秋田市国民健康保険条例の一部を改 ○老人保健法の一部改正（平成18年法律第

正する専決処分について承認を求め 83号）に伴い、国民健康保険条例の一部を

る件 改正するため専決処分した件について、議

会の承認を求めようとするもの

・専決年月日 平成20年３月31日・健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号 ：平成18）

○改正要旨年６月21日公布、一部を除き平成20年４月１日施行

１ 葬祭費について、他の法令により支給

されるときは、この条例による支給を行

わないこととした。

○施行期日 平成20年４月１日から

※専決処分した理由

老人保健法の一部改正に伴い、国民健康

保険の保険給付のための条例改正について

特に緊急を要し、議会を招集する時間的余

裕がなかったため

※提出根拠法：地方自治法第179条第３項

13 秋田市国民健康保険税条例の一部を ○地方税法の一部改正（平成20年法律第21

改正する専決処分について承認を求 号）等に伴い、国民健康保険税条例の一部

める件 を改正するため専決処分した件について、

議会の承認を求めようとするもの

・専決年月日 平成20年４月30日・地方税法等の一部を改正する法律（平成20年法律第21号 ：平成20年）

４月30日公布、一部を除き同月１日施行

・地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改

正する政令（平成20年政令第152号 ：平成20年４月30日公布、一部を）

除き同日施行

○改正要旨

１ 国民健康保険税の課税額は、基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額および

介護納付金課税額の合算額とした。

２ 基礎課税限度額を引き下げた。

現行「56万円」 → 改正後「47万円」

３ 後期高齢者支援金等課税額は、被保険者につき算定した所得割額、被保険者

均等割額および世帯別平等割額の合算額とするとともに、課税限度額を「12万

円」とした。

４ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額を次のとおり引き下げた。

・所得割額 現行「100分の11.73」 → 改正後「100分の9.22」

・被保険者均等割額 現行「２万9,580円」 → 改正後「２万2,960円」

・世帯別平等割額

「 」 「 」現行 ３万6,140円 → 改正後 ・特定世帯以外の世帯 ２万8,690円

「 」・特定世帯 １万4,340円

５ 後期高齢者支援金等課税額を次のとおりとした。

・所得割額 基礎控除後の総所得金額等に「100分の2.51」を乗じて算定

・被保険者均等割額 被保険者一人について「6,620円」

・世帯別平等割額 特定世帯以外の世帯「7,450円」

特定世帯 「3,720円」

６ その他、国民健康保険税の減額および減免ならびに課税の特例等について規
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定した。

（ ）○施行期日 公布の日 平成20年４月30日

から。改正後の規定は、平成20年度以後の

国民健康保険税について適用。

※専決処分した理由

地方税法の一部改正等に伴い、国民健康

保険税の賦課徴収のための条例改正につい

て特に緊急を要し、議会を招集する時間的

余裕がなかったため

※提出根拠法：地方自治法第179条第３項

14 平成19年度秋田市一般会計補正予算 ○市債の額の確定に伴う市債の起債限度額

（第10号）に関する専決処分につい の補正のため専決処分した件について、議

て承認を求める件 会の承認を求めようとするもの

・専決年月日 平成20年３月31日

・補正の内容 起債限度額総額の範囲内で

の目的別限度額の増減

※専決処分した理由

起債限度額の補正について特に緊急を要

し、議会を招集する時間的余裕がなかった

ため

※提出根拠法：地方自治法第179条第３項

15 秋田県市町村総合事務組合規約の一 ○秋田県市町村総合事務組合を組織する大

部変更についての協議に関する件 潟地区衛生処理組合が平成20年３月 31日に

解散したことに伴い、同総合事務組合規約

の一部を変更するため、議会の議決を求め

ようとするもの

※提出根拠法：地方自治法第290条

16 市道路線を廃止する件 ○県道の整備に伴い重複した路線等を整理

するため、廃止しようとするもの

・廃止路線 ２路線 延長1,682.10ｍ

※提出根拠法：道路法第10条第３項

17 市道路線を認定する件 ○宅地造成に伴い新設された道路等を一般

交通の用に供するため、市道路線に認定し

ようとするもの

・認定路線 ９路線 延長1,349.10ｍ

※認定後の市道総延長 約1,961km

※提出根拠法：道路法第８条第２項
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18 旭南地区コミュニティセンター（仮 ○旭南地区コミュニティセンター（仮称）

称）および旭南児童館新築工事請負 および旭南児童館新築工事請負契約を締結

契約を締結する件 しようとするもの

・工事場所 旭南一丁目15番1号

・契約金額 201,075,000円

・契 約 先 ㈱粟野工務店

・工 期 平成21年５月15日まで

・工事概要

敷地面積 703.54㎡

構造規模 鉄骨造２階建

面 積 建築面積 412.43㎡

１階床面積 401.85㎡

２階床面積 407.74㎡

延べ 809.59㎡

部屋構成 １階：多目的スペース、和

室（大・小 、会議室、）

調理室、便所、事務室他

２階：児童室、多目的ホー

ル・遊戯室、器具庫（１

・２ 、更衣室、便所他）

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

「 予 算 案 」 ２ 件

19 平成20年度秋田市一般会計補正予算 ○資料別紙

（第１号）の件

20 平成20年度秋田市後期高齢者医療事 ○資料別紙

業会計補正予算（第１号）の件


